
津市公告第１４１号 

 次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年津

市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

  令和５年９月２５日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 入札に付する事項 

 ⑴ 工事名  令和５年度建整橋維補継第１号 

        津興橋大規模更新事業橋梁（上部工）架設等工事 

 ⑵ 工事場所 津市津興ほか２町地内 

 ⑶ 工事概要 工場製作工（鋼４径間連続非合成鈑桁橋）  一式 

        鋼橋架設工  一式 

        ＲＣ床版工  一式 

舗装工 １，８２０ｍ２ 

 ⑷ 工期   本契約の締結の日から起算して５８０日間 

 ⑸ 予定価格 ５６４，６３１，０００円（税抜き） 

２ 入札方式に関する事項 

⑴ 総合評価落札方式 

本工事は、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第 

１８号）第３条（基本理念）にかんがみ、津市建設工事総合評価落札方式

試行要領（平成２０年１２月２２日施行。以下「総合評価落札方式試行要

領」といいます。）に基づき、入札時に、価格と価格以外の要素を総合的

に評価して落札者を決定する総合評価落札方式とします。 

ア 総合評価方式の類型 

工事成績重視型（総合評価落札方式試行要領第３条第２号） 

イ 評価項目、評価の内容、評価点 

別紙「総合評価落札方式評価項目一覧」のとおり 

ウ 総合評価点の算出 

加算方式 

総合評価点＝価格点（８０点満点）＋価格以外の評価点（２０点満点） 

価格点の算出方法は下記のとおりとします。 

(ｱ) 入札価格＞低入札価格調査基準価格の場合 

価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（低入札価格調

査基準価格－失格基準価格）／１０＋（入札価格－低入札価格調査基

準価格）｝ 

(イ) 入札価格≦低入札価格調査基準価格の場合 

価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（入札価格－失

格基準価格）／１０｝ 

エ 評価方法及び落札者決定方法 



入札が無効でない者のうち、予定価格の範囲内で失格基準価格以上の 

者について総合評価点を算出します。総合評価点が最も高い者を落札者

とし、総合評価点が最も高い者が複数ある場合は開札立会人によるくじ

引きにより決定するものとします。ただし、総合評価点が最も高い者が

行った入札金額が、低入札価格調査基準価格を下回った場合は、落札者

の決定を保留し、⑵低入札価格調査を実施するものとします。 

オ 評価項目算定資料の提出 

(ア) 提出期間 資格審査結果通知書受領の日から令和５年１０月２７日

（金）午後５時まで 

(イ) 提出先  津市総務部調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７

階） 

(ウ) 提出方法 持参に限ります。 

(エ) 提出書類 提出書類の詳細については、総合評価落札方式評価項目

一覧及び各様式に記載の事項を確認すること。また、 f 及

び k の資料における官公庁等とは、国の機関（独立行政法

人、公団、事業団その他政令で定める法人を含む。）、都

道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（

交通（鉄道、空港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）

、通信会社等）とします。 

ａ 評価項目算定資料届出書【第１号様式】 

ｂ 工事成績評価に係る実績一覧【別紙様式】 

ｃ ｂに記載した実績のうち、直近に施工が完了した３件の工事の成

績点が確認できる資料（工事成績認定書等の写し及びコリンズ登録

の写し）【添付資料】 

ｄ ｂに記載した実績のうち、配置予定技術者が主任技術者又は監理

技術者 ( 監理技術者が配置された工事にあっては監理技術者として

の実績に限る（ＪＶ構成員として参加した工事にあっては主任技術

者としての実績とする） ) 。として配置された、直近に施工が完了

した３件の工事の成績点が確認できる資料（工事成績認定書等の写

し及びコリンズ登録の写し）【添付資料】 

e  施工実績評価資料【第５号様式】 

f  官公庁等から受注した同種・同規模工事の実績について確認でき

る書類（コリンズ登録の写し等）【添付資料】 



g  社会貢献に関する資料（障がい者雇用状況報告書等の写し及び労

働安全衛生マネジメント認証等の写し）【添付資料】 

h  津市内に自社工場を有する場合、所在地が確認できるパンフレッ

ト等 ( 写し可 ) 【添付資料】 

i  市内本店業者施工率評価資料【別紙様式】 

j  配置予定技術者評価資料【第６号様式】 

k  官公庁等から受注し、配置予定技術者が主任技術者又は監理技術

者 ( 監理技術者が配置された工事にあっては監理技術者とする。 )

として配置された、同種・同規模工事の実績について確認できる資

料（コリンズ登録の写し等）【添付資料】 

l  配置予定技術者の資格証の写し【添付資料】 

m  ＣＰＤについて加盟団体が発行した学習履歴証明書等の写し【添

付資料】 

n  建設キャリアアップシステム評価資料【別紙様式】 

o  事業者ＩＤの写し等【添付資料】 

カ 価格以外の評価点の公表（審査結果） 

令和５年１０月３１日（火）に津市ホームページ「入札・契約」にお

いて公表します。 

キ 審査結果照会 

自らの審査結果について、書面により令和５年１１月２日（木）まで

に照会することができます。照会対象項目は、価格点以外の評価項目す

べてとします。 

⑵ 低入札価格調査 

本工事は津市低入札価格調査試行要領（平成２０年１２月２２日施行。

以下「低入札価格調査試行要領」といいます。）で規定する低入札価格調

査の対象工事とします。 

上記２⑴エただし書きに基づき落札者の決定を保留した場合、総合評価

点が最も高い者を最低価格入札者とし、その者について低入札価格調査試

行要領に規定する低入札価格調査を実施します。 

なお、予め最低価格入札者が低入札価格調査辞退届を提出した場合は低

入札価格調査を実施せず、最低価格入札者の入札は辞退となり落札者とは

なりません。 

低入札価格調査基準価格は、津市契約規則（平成１８年津市規則第４０



号。以下「規則」といいます。）第１２条第１項に規定する最低制限価格

の設定の方法により算出した額とし、低入札価格調査は、低入札価格調査

試行要領第７条第２項及び第３項に基づき、低入札価格調査基準価格を下

回った入札を行った者に対して本市から資料の提出及び事情聴取の協力の

要請があった場合は、これに協力することとします。 

なお、低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められる場合には落札者とせず、次順位者を落札者としま

す。この場合において、次順位者が低入札価格調査基準価格を下回った入

札を行った者であった場合には、当該次順位者を最低価格入札者として改

めて低入札価格調査を行うものとします。 

また、低入札価格調査基準価格を下回って契約する場合、下記の事項を

適用します。 

ア １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者で、鋼構

造物工事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する技

術者を専任で１名追加して工事現場に配置すること。 

イ 契約保証金を契約金額の１００分の３０以上の額とすること。 

ウ 前払金を契約金額の１００分の２０以内の額とすること。 

⑶ 重点調査基準価格 

低入札価格調査基準価格を下回る入札のうち、重点的に低入札価格調査

を実施する場合における重点調査基準価格は、低入札価格調査基準価格に

１００分の９７を乗じて得た額（１万円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた額）とします。 

⑷ 失格基準価格 

失格基準価格は下記の表に掲げる算出方法により算出した額（１万円未

満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とし、失格基準価

格未満の金額の入札は失格とします。 

区分 算定方法 

鋼橋製作

・架設工 

直接工事費×０．９５＋（間接労務費＋共通仮設費）× 

０．８５＋（工場管理費 + 現場管理費）×０．８＋一般管

理費等×０．４５ 

⑸ 積算内訳書の判断基準 

低入札価格調査試行要領第７条第２項に規定する積算内訳書の判断基準

は、入札時に提出された積算内訳書において、下記の表に掲げる全ての費



目について、それぞれ発注者の設計金額に同表に掲げる割合を乗じて得た

額（１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）以上で

あることとします。 

区分 直接工事費 

間接労務費

＋ 

共通仮設費 

工場管理費

＋ 

現場管理費 

一般管理費

等 

鋼橋製作・

架設工 
９５％ ８５％ ８０％ ４５％ 

３ 入札参加者に必要な資格 

  本件工事の条件付一般競争入札に参加できる者は、本件入札に係る公告日

から本契約の締結日までの間において、次の各号のいずれにも該当する者と

し、かつ本件入札の参加資格の認定を受けた者とします。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しない者 

 ⑵ 津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領（平成１８年１月１日施行。 

以下「要領」といいます。）第４条第１項に掲げる要件を備えている者 

 ⑶ 要領第４条第２項各号の一に該当しない者 

⑷ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４

条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開

始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。ただし、民事再

生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基づく更生手続開始

の申立てがなされた者であって、手続開始決定の日を基準日とする経営事

項審査（その日以後迎えた決算日を基準日とする経営事項審査を受けてい

る場合にあっては、当該経営事項審査）の結果に基づき、建設工事につい

て入札参加資格を認められ、かつ、再生計画又は更生計画が認可された者

を除きます。 

 ⑸ 津市競争入札参加資格者名簿において鋼構造物工事を希望業種として登

載されている者 

⑹ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する特定建設業の



許可（鋼構造物工事業）を受けている者 

 ⑺ 三重県、愛知県又は岐阜県内に本店又は支店若しくは営業所等（建設工

事の請負契約を締結する権限を有する者が常駐している事務所をいう。）

を有する者 

 ⑻ 審査基準日が令和３年１０月１日から令和４年９月３０日までの経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載の鋼構造物工事の総合評定

値が、１ , ０００点以上の者 

 ⑼ 鋼橋梁製作のための自社工場を有する者 

 ⑽ 官公庁等で発注され、過去１０年間（平成２５年度以降）に施工が完了

した、下記の工事の元請実績を有する者（共同企業体による工事の場合は、

代表構成員としての実績に限る。） 

   施工橋長１０９ｍ以上かつ幅員１３ｍ以上の鋼橋（道路橋）で桁の製作

及び架設を含む鋼橋上部工工事 

 ⑾ 本件工事に、１級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する

者であり、鋼構造物工事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する監理技術者を専任で配置できること。ただし、監理技術者の職

務を補佐する者として建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者を当

該施工現場に専任で配置するときは、専任であることを要しません。この

場合の監理技術者が兼任できる施工現場の数は２とします。（専任で配置

予定の技術者を施工中の他の工事に配置している場合は、本契約の締結の

日時点で他の工事の完成検査が終了していることとし、兼任で配置予定の

技術者を施工中の他の工事に配置している場合は、本契約の締結の日時点

で完成検査が終了していない施工現場の数が１以下であること。また、工

場製作期間と現地施工期間で異なる監理技術者を配置する場合で、本工事

着手時に配置する監理技術者が工場製作期間に配置する監理技術者のとき

は、現地施工期間に配置する監理技術者は、現場が工場から現地に移行す

る時点で配置できる状況にあること。） 

 ⑿ 上記⑾に掲げる者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。（本件入

札に係る入札参加申込書の提出日において連続３か月以上直接的な雇用関

係にあるものに限ります。） 

４ 入札参加申込書等の配付 

⑴ 配付期間 令和５年９月２５日（月）から同年１０月６日（金）まで 

⑵ 配付場所 津市総務部調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）



又は津市ホームページ「入札・契約」からダウンロードしてく

ださい。 

５ 入札参加申込書等の提出等 

 ⑴ 入札参加申込書等の提出 

  ア 提出期間 令和５年９月２５日（月）から同年１０月６日（金）午後

５時まで 

  イ 提出場所 津市総務部調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階） 

  ウ 提出方法 持参に限ります。 

 ⑵ 提出書類 

  ア 津市条件付一般競争入札参加申込書 

  イ 鋼構造物工事業に係る特定建設業の許可証の写し 

  ウ 審査基準日が令和３年１０月１日から令和４年９月３０日までの経営

規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し 

  エ 配置予定技術者に係る監理技術者資格者証（表・裏）及び監理技術者

講習修了証の写し 

オ 配置予定技術者等との雇用関係が確認できる書類 

カ 営業所専任技術者証明書又は専任技術者一覧表の写し（建設業許可 

（更新）申請に必要な専任技術者調書の写し） 

  キ 鋼橋梁製作のための自社工場を有することが確認できる資料（パンフ

レット等（写し可）） 

  ク 上記３⑽に規定する施工実績を証する書類（施工実績届出書及び工事

内容等が確認できる書類） 

  ケ 施工計画書 

コ 宣誓書 

⑶ 入札参加資格審査結果 

令和５年１０月１９日（木）までに入札参加資格審査結果を通知します。 

６ 設計図書等の閲覧等 

⑴ 閲覧 

  ア 閲覧期間 令和５年９月２５日（月）から同年１０月２７日（金）ま

で 

  イ 閲覧場所 津市総務部調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）

及び津市ホームページ「入札・契約」において閲覧できます。 

 ⑵ 購入 



  ア 購入期間 上記⑴アに同じ 

  イ 購入場所 津市垂水２８７０番地２０ 

         有限会社オグラ（電話 ０５９－２２８－９８１１） 

７ 工事の質疑等 

⑴ 施工計画に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和５年９月２９日（金）正午までに指定の質問書により

ＦＡＸ又は持参により津市総務部調達契約課工事契約担当（

津市役所本庁舎７階）に提出してください。 

なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期限時刻必着とし、

必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和５年１０月３日（火）までに津市ホームページ「入札

・契約」にて掲載します。 

なお、回答に対する再質問は認めないため、質問書には質

問内容を明確に記載し提出してください。 

⑵ 見積に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和５年１０月１６日（月）正午までに指定の質問書によ

りＦＡＸ又は持参にて、津市総務部調達契約課工事契約担当

（津市役所本庁舎７階）に提出してください。 

なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期限時刻必着とし、

必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和５年１０月１９日（木）までに津市ホームページ「入

札・契約」にて掲載します。 

なお、回答に対する再質問は認めないため、質問書には質

問内容を明確に記載し提出してください。 

８ 入札方法 

  入札方法は、郵便による入札とし、入札書及び積算内訳書（指定様式に限

ります。）を指定された封筒に封入の上、一般書留又は簡易書留のいずれか

の方法で郵送するものとし、持参は認めません。 

⑴ 入札書の郵送期間 

入札参加資格審査結果通知書受領の日から令和５年１０月２７日（金）

までに必着 

 ⑵ 入札書の郵送提出先 

   〒５１４－８７９９ 日本郵便株式会社津中央郵便局留 津市役所調達



契約課宛 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 令和５年１１月６日（月）午前９時００分から 

⑵ 場所 津市本庁舎７階入札室 

10 入札保証金 

  入札保証金は免除します。 

11 契約保証金 

  契約の締結の際に契約金額の１００分の１０以上（低入札価格調査対象者

と契約する場合には契約金額の１００分の３０以上）の契約保証金を納付し

なければなりません。ただし、規則第２７条第１項に規定する有価証券等又

は金融機関等若しくは保証事業会社との保証委託契約の保証証書を提供する

ことにより、契約保証金の納付に代えることができます。 

  また、規則第２８条第１項第１号に規定する履行保証保険契約に係る保険

証券又は同項第２号に規定する工事履行保証契約に係る保証証券を提出する

ことにより、契約保証金の納付を免除することができます。 

12 開札の立会い  

開札に当たり、資格を有すると認められた者の中から立会人２者を選定し、 

該当者に連絡します。 

13 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

 ⑴ 競争入札に参加する資格のない者が入札をしたとき。 

 ⑵ 申請書類等に虚偽の記載があるとき。 

 ⑶ 申請書類等に不備があるとき。 

 ⑷ 適正な代理権限を欠いた者によって手続が行われたとき。 

 ⑸ 入札者が同一事項の入札に対し２以上の入札をしたとき。 

 ⑹ 入札者又はその代理人が他人の入札の代理をしたとき。 

 ⑺ 著しく信義に反する行為をしたとき。 

 ⑻ 入札に際して連合等の不正行為があったとき。 

 ⑼ 入札書に入札者の記名押印のないとき。 

⑽ 入札金額を訂正しているとき。 

⑾ 入札書の日付がない又は適格通知書受領の日から開札日までの期間内の

日付となっていないとき。 

 ⑿ 入札書の記載事項が確認できないとき。 



 ⒀ 入札書に指定された事項が記載されていないとき。 

 ⒁ 指定された郵送方法以外の方法により入札書を提出したとき。 

 ⒂ 入札書が提出期限までに提出されないとき。 

 ⒃ 積算内訳書が同封されていないとき。 

 ⒄ 積算内訳書に入札者の記名押印のないとき。 

 ⒅ 入札金額と積算内訳書の合計金額が異なるとき。 

 ⒆ 意思表示が民法上無効とされる入札をしたとき。 

 ⒇ 開札前において入札参加資格要件を満たさないことが明らかな者が入札 

をしたとき。 

(21) 本市が配付する郵便入札専用の指定封筒等以外の封筒で入札書を郵送し 

たとき。 

  (22)指定封筒等に指定された事項が記載されていないとき。 

(23) 指定封筒等に記載された件名と同封された入札書の件名が異なるとき。 

(24) 前号までに掲げるもののほか、本市が特に指定した事項に違反したとき。 

14 公正な入札の確保 

 ⑴ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはなりません。 

 ⑵ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加

者と入札価格又は入札参加意思についていかなる相談も行わず、独自に入

札価格を決定しなければなりません。 

 ⑶ 入札参加者は、開札の前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的

に開示してはなりません。 

15 契約書作成の要否 

  契約書作成は要とします。 

また、契約条項については、津市工事請負契約約款によるものとします。 

16 その他の注意事項 

 ⑴ 入札書は、入札日、入札者の所在地、商号（名称）、代表者氏名、印（

使用印鑑届に押印された印）、入札金額、工事名及び工事場所を鮮明に表

示してください。 

   なお、入札書は、指定した封筒に入れ、開札日時、件名及び差出人名を

記入の上、貼合わせ部分３箇所に封印をしてください。 

 ⑵ 前金払 有 

 ⑶ 部分払 有（２回） 



 ⑷ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載してください。 

 ⑸ 本工事に係る請負契約は、津市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（平成１８年津市条例第５３号）に該当するもの

であり、議会の議決を要するものであるため、落札後速やかに仮契約を締

結し、当該議決を経た後直ちに本契約とします。 

 ⑹ この入札に係る費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

 ⑺ 談合情報、天災その他やむを得ない事由により入札を行うことができな

いときは、入札を延期又は中止することがあります。 

なお、入札の中止等に至った場合においても、見積りに係る費用その他

入札に係る一切の費用は補償しません。 

⑻ この入札に係る談合情報の通報等があったときは、津市入札談合情報処

理要領（平成１８年１月１日施行）に基づき、落札を保留又は取り消す場

合があります。 

 ⑼ 入札をした者は、入札後において、設計図書等（設計図書、図面、仕様

書、関係書類及び現場等）についての不明を理由として異議を申し立てる

ことはできません。 

 ⑽ 本件工事は津市公契約条例（平成２９年津市条例第２２号）第６条の２

第１項に規定する労働報酬下限額の適用案件です。 

   労働環境の確保に係る誓約事項及び令和５年度津市公契約条例労働報酬

下限額運用マニュアルを必ず確認してください。 

 

 

担当課（問い合わせ先） 

津市総務部調達契約課工事契約担当 

電話番号 ０５９－２２９－３１２２ 

ＦＡＸ  ０５９－２２９－３３３３ 


